
平成２７年４月１日に本格施行が予定されている子ども・子育て関連３法による子ども・子育て支援新

制度に対応するため、岡山市では地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実に向けて、児童福祉法に

規定する放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案）の整備に取り組んでお

り、皆様からのご意見を募集します。 

お寄せいただいたご意見については、個別の回答はいたしませんが、後日、ホームページ等により、ご

意見の内容とそれに対する市の考え方などを公表いたします。 

平成２６年７月１４日（月曜日）から平成２６年８月１３日（水曜日）まで 〈必着〉       

上記募集期間中に、市役所本庁（こども企画総務課〈９階〉、情報公開室〈２階〉）、各区役所、各支所、

各地域センター、各福祉事務所において「（仮称）岡山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例（案）の概要について」の閲覧及び配布を行います。 

また、岡山市ホームページでもご覧になれます。 

条例（案）の概要に対するご意見と住所、氏名、電話番号をご記入のうえ、平成２６年８月１３日（水

曜日）＜必着＞までに、直接持参、郵送、ファクス、電子メールのいずれかの方法により、こども企画総

務課にご提出ください。 

（注）市ホームページの「入力フォーム」に記入して、岡山市こども企画総務課へ送信することもでき

ます。 

（注）意見書の提出者が不明な場合やご意見が記載されていない場合は、無効となりますのでご注意く

ださい。 

（注）書面の様式は問いません。参考様式がありますので、ご活用ください。 

（注）口頭又は電話でのご意見は、受付いたしませんので、ご了承ください。 

 岡山市 岡山っ子育成局 こども企画総務課 次世代育成室 

 ◇直接持参の場合  岡山市北区大供一丁目１番１号 岡山市役所本庁舎９階 こども企画総務課 

           （土曜日、日曜日、祝日を除く、午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

 ◇郵送の場合    〒700-8544 岡山市北区大供一丁目１番１号 

           岡山市岡山っ子育成局こども企画総務課次世代育成室 

 ◇ファクスの場合  086-225-4441 

 ◇電子メールの場合 jidouk@city.okayama.jp 

 ◇お問い合わせ先  086-803-1224（直通） 

（仮称）岡山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営 

に関する基準を定める条例（案）の概要について 

ご意見を募集します 

○募集期間 

○閲覧及び配布 

○提出方法 

○提出先及びお問い合わせ先 
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　　  資料　３
平成２６年７月３０日
　こども企画総務課



＜この用紙をご送付ください。＞ 

（仮称）岡山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営 

に関する基準を定める条例（案）の概要についてご意見募集 

（パブリックコメント） 

ご 意 見 記 入 用 紙 

氏

名

（フリガナ） 電
話
番
号

住

所

〒      -        

※企業・団体の場合は、企業・団体名及び代表者名、企業・団体の所在地をご記入ください。 

※ご意見の内容について、確認させていただくことがありますので、必ずご記入ください。 

【意見記入欄】（複数のご意見がある場合は、箇条書きにしてください。） 

■締 切 平成 26 年 8 月 13 日（水）〔必着〕 

■送付先 【持   参】 岡山市本庁舎 9階  

こども企画総務課（8:30～17:15、土･日･祝日を除く）

 【郵   送】 〒700 8544 岡山市北区大供一丁目 1番 1号 

岡山市岡山っ子育成局こども企画総務課次世代育成室 あて 

 【ファックス】 086-225-4441 【電子メール】 jidouk@city.okayama.jp

※ この意見記入用紙は、岡山市のホームページにも掲載しています。 

※ いただいたご意見は、最終的な条例案を作成する際の参考とさせていただくとともに、結果の概要をまと

めて公表する予定ですが、ご意見に対する個別の回答は行いませんので、ご了承ください。 

※ ご記入いただいた個人情報は、岡山市個人情報保護条例の規定に従い、適切に取り扱います。 

- 2 -



1 

（仮称）岡山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案）

の概要について

１ 条例の概要

児童福祉法に規定する放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を条例で

定めるものです。

２ 条例で定める基準

項 目 省令による基準の内容
基準の

類型

本市独

自基準

の有無

趣旨
国が定める設備運営基準は、利用者が心身とも

に健やかに育成されることを保障するもの 
― ―

最低基準の

目的

市町村が条例で定める最低基準は、利用者が心

身ともに健やかに育成されることを保障するも

の 

― ―

最低基準の

向上

市町村長は、市町村児童福祉審議会等の意見を

聴き、放課後児童健全育成事業者に対し、最低

基準を超えて、その設備及び運営を向上させる

ように勧告することができるとするもの 

― ―

最低基準と放課

後児童健全育成

事業者

放課後児童健全育成事業者は、最低基準を超え

て、その設備及び運営を向上させなければなら

ないとするもの 

― ―

放課後児童健全

育成事業の一般

原則

放課後児童健全育成事業における支援の目的を 

規定するもの 

参酌 無

放課後児童健全育成事業者は、利用者の人権に

十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重

して、その運営を行わなければならないとする

もの 

放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交

流及び連携を図り、児童の保護者等に対し、運

営の内容を適切に説明するよう努めなければな

らないとするもの 

放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容

について、自ら評価を行い、その結果を公表す

るよう努めなければならないとするもの 

有

(※１) 
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暴力団排除

参酌

有

(※２) 

放課後児童健全

育成事業者と非

常災害対策 

放課後児童健全育成事業者は、非常災害に必要

な設備を設けるとともに、非常災害に対する具

体的計画を立て、訓練をするよう努めなければ

ならないとするもの 

有

(※３) 

放課後児童健全

育成事業者の職

員の一般的要件 

放課後児童健全育成事業者の職員は、健全な心

身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童

福祉事業に熱意のある者であって、できる限り

児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受

けた者でなければならないとするもの 

無

放課後児童健全

育成事業者の職

員の知識及び技

能の向上等 

放課後児童健全育成事業者の職員は、常に自己

研鑽に励み、児童の健全な育成を図るために必

要な知識及び技能の習得、維持及び向上に努め

なければならないとするもの 

無

設備の基準 

放課後児童健全育成事業所には、専用区画を設

けるほか、支援の提供に必要な設備及び備品等

を備えなければならないとするもの 
無

専用区画の面積は、児童１人につきおおむね 

１．６５平方メートル以上でなければならない

とするもの 

職員 

放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全

育成事業所ごとに、放課後児童支援員を置かな

ければならないとするもの 

従う・ 

参酌 

無放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに 

２人以上とするもの 

放課後児童支援員は、保育士の資格を有する等

の要件に該当し、都道府県知事が行う研修を修

了したものでなければならないとするもの 

利用者を平等に

取り扱う原則 

放課後児童健全育成事業者は、利用者の国籍、

信条又は社会的身分によって、差別的取扱いを

してはならないとするもの 

参酌 

無 

虐待等の禁止 

放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に

対し、虐待等の心身に有害な影響を与える行為

をしてはならないとするもの 

無 
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衛生管理等 

放課後児童健全育成事業者は、利用者の使用す

る設備等について衛生的な管理に努め、感染症

又は食中毒が発生しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならないとするもの 

参酌 

無 

運営規程 

放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全

育成事業所ごとに、事業の運営についての重要

事項に関する運営規程を定めておかなければな

らないとするもの 

無 

放課後児童健全

育成事業者が備

える帳簿 

放課後児童健全育成事業者は、職員、財産、収

支及び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿

を整備しておかなければならないとするもの 

無 

秘密保持等 

放課後児童健全育成事業者の職員は、正当な理

由がなく、その業務上知り得た利用者又はその

家族の秘密を漏らしてはならないとするもの 

無 
放課後児童健全育成事業者は、職員であった者

が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講じなければならないとする

もの 

苦情への対応 

放課後児童健全育成事業者は、苦情を受け付け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講じ

なければならないとするもの 

無 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援

に関し、市町村から指導又は助言を受けた場合

は、必要な改善を行わなければならないとする

もの 

開所時間及び 

日数 

放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全

育成事業所を開所する時間について、児童の保

護者の労働時間等を考慮して、当該事業所ごと

に定めることとするもの 
無 

放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全

育成事業所を開所する日数について、児童の保

護者の就労日数等を考慮して、当該事業所ごと

に定めることとするもの 

保護者との連絡 
放課後児童健全育成事業者は、利用者の保護者

と常に密接な連絡をとり、当該利用者の健康及
無 
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【経過措置】 

＊基準の類型について 

「従う」：従うべき基準……必ず適合しなければならない基準で、当該基準に従う範囲内

での地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるも 

のの、異なる内容を定めることは許されません。 

 「参酌」：参酌すべき基準…自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応

じて異なる内容を定めることが許容されるものです。 

３ 本市が独自に定める事項

び行動を説明するとともに、支援の内容等につ

き、その保護者の理解及び協力を得るよう努め

なければならないとするもの 

参酌 

関係機関との 

連携 

放課後児童健全育成事業者は、関係機関と密接

に連携して利用者の支援に当たらなければなら

ないとするもの 

無 

事故発生時の 

対応 

放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する

支援の提供により事故が発生した場合は、関係

者に連絡を行うとともに、必要な措置を講じな

ければならないとするもの 
無 

放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する

支援の提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行わなければならな

いとするもの 

項  目 
基準の

類型 

本市独

自基準

の有無 

職員の経過措置 従う 無 

 独自基準項目 説    明 

※１ サービスの評価 

自ら評価を行うだけでなく、保護者や地域等の第３

者も含め、幅広く評価を行うことができる機会を作

ります。 
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※２ 暴力団排除 

施設の運営において暴力団員等が支配的な影響力

を及ぼすことを防止する規定及び施設の長に係る

暴力団排除に関する規定を追加します。

※３ 非常災害対策 

避難及び消火に対する訓練を少なくとも毎月１回

は行うこととします。 
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